公益社団法人 京都府視覚障害者協会
２０１３（平成２５）年度事業報告
１．今年度の成果と到達点
　「アベノミクスによる景気上向き宣言」とは裏腹に、福祉施策の予算増額は厳しい中にあっても、より公益性を重視する団体として活動が充実するよう改革に力を注いだ。しかし、公益法人移行初年度であった昨年度に比べ、「視覚障害者全体に益を及ぼす活動」の実践や他団体とも連携した運動については、検討や改善案は提示されたものの、新たな活動の開始は少数にとどまった。視覚障害当事者の包括的団体として、会員以外の視覚障害者の声を運動に反映させる取り組みをはじめ、視覚障害者の社会参加の促進のための活動を一層進めていかなければならない。

　以下、今年度当初に掲げた重点課題に対する取り組みを中心に、報告の概要を述べる。

＜公益１＞

（１）雇用・就労ニーズに基づいた相談からサロン機能を活かした専門機関との連携強化

　昨年度に引き続いて、視覚障害者の一般就労を目指すための学習や意見交換を目的とする「仕事サロン」を定期的に開き、３ヶ月に１回のペースで活動した。当事者の視点に立った共感や相互学習の機会となっている他、「仕事」というキーワードによって他団体と連携した運営が行えていることも成果と言える。更に今年度は、東京から講師として視覚障害者の雇用に関する専門家を招聘し、「仕事サロン特別講演会」と題して先進的な取り組みについて学習した。今後は、この成果を活かし、専門機関にどのように働きかけていくかが課題となる。また、４年目となる「ヘルスキーパー普及支援フォローアップ事業」（京都市委託）においては、今年度も企業への派遣を積極的に行うことによって、ヘルスキーパーの認知度向上や雇用確保につなげることができた。

（２）安全・安心な街づくりに向けた改善要望の集約と、関係機関への働きかけの円滑化

　生活環境改善部を中心に、改善要望をとりまとめ、京都府警察本部や京都市交通局などの関係機関に働きかけると共に、一般道路や鉄道駅などの点検活動及び改善要望を行った他、公共建築物の新築時には、行政等からの事前相談に応じて協議を行い、積極的に改善案を提言した。また、バリアフリー推進会議にも本会役員を派遣し、視覚障害者のみならず、すべての人にとってよりよい街作りに努めた。

　西京地域など一部では、地域団体の努力によって、本会とも協力しながら要望実現に至った事例もあるが、まだ少数にとどまっている。今後、より身近な地元の関係機関と地域が密接に連携していけるよう、懇談会や学習会を積極的に開催し、知識や情報の共有に努めなければならない。

（３）情報提供の新たな展開

　新たな形態による障害当事者への働きかけ、市民への啓発などを目的として、メールマガジン「色鉛筆」を創刊した。マスコミをはじめ、チラシ・メール・口コミなど様々な形でＰＲを行った結果、会員のみならず医療関係者や興味を持たれた一般市民などから多くの申し込みがあり、無料で配信を開始した。今後も内容充実と運営体制の強化を図り、発行を続けていきたい。

＜公益２＞
（１）京都府内における中途視覚障害リハビリテーションの拠点づくり構想－「南部拠点」（仮称）構想の具体化

　構想を具体化するべく地域でのヒアリングを実施し、拠点についての地域の思いを聞くことに努めた。また、場所についても、交通の利便性等会員が利用しやすい拠点となるよう、繰り返し検討を行ってきた。その結果、聴覚言語障害者センターが開設予定の山城地域活動センターに借室として設置する方向で最終的な検討に入っている。視覚・聴覚の拠点が同居する中で、両方の障害を合わせ持つ人たちの支援や、会員以外の視覚障害者にも開かれた施設となるよう力を注いでいきたい。

（２）同行援護事業をはじめとする福祉制度・サービスの拡充

　ガイドヘルパー派遣事業においては､同行援護従業者養成研修の拡大実施を京都府に要望し、今年度は府内３会場において一般課程と応用課程を併せて計７回実施した。

　その一方で、研修を実施してもガイドヘルパーを増員することが難しく、併せて利用相談件数も増加していることから、ガイドヘルパー派遣調整において、需要と供給のバランスが難しくなってきている地域が増えている。

　また、全国的な取り組みとしては、日盲連の中に組織された「同行援護事業所等連絡会」に運営委員を派遣し、同行援護拡充にむけて活動している。

＜収益１＞
（１）三療業従事会員の安定した収入確保に不可欠な健康保険請求における丁寧かつ迅速な対応の追求

　健康保険請求については、依然として取扱件数の減少傾向に歯止めがかからない。その要因については前年度に総括したが、増加させるための有効な手だてが見いだせていないままである。そのような中で、レセプト審査とそれに基づく指導・アドバイスが効果を発揮し、不適切なレセプトは大幅に減少している。

＜収益２＞

（１）点字および録音物作成における効率化の追求

　行政発行物の受託について、より広範囲に視覚障害者への情報提供の必要性を訴えていくと共に、会員以外の視覚障害者に対しても、どのような情報が点字や音声で提供されているのかを伝え、積極的な購読につなげていく必要がある。急な依頼にも対応できるよう、複数人での作業体制を整えた。また、今後会員のニーズにきめ細かく対応することを目指して、研修を進めている。

＜法人＞
（１）公益社団法人としての事業運営の拡充と独りぼっちの視覚障害者をなくす運動理念の追求

　公益社団法人移行２年目を迎える中で、引き続き必要に応じて各種諸規定の改正作業を行った。今後も必要に応じて見直しを進め、より公平性のある会運営を目指していきたい。

　一方、各地域団体と連携し、独りぼっちの視覚障害者をなくし、要求を実現する会づくりについては、昨年度から新設された「地域団体には所属せず本会のみに所属する」という会員の割合が急激に増加している。本会に多くの会員を迎えるだけでなく、身近な地域で会員相互が交流し励まし合っていくことが大切であるにもかかわらず、地域団体の会員数は軒並み減少しており、特に、京都市内において顕著である。

　これまでにも、地域支援部が中心となり、府内北部、南部地域での地域団体交流会や白杖安全デーを継続実施してきた。しかし、京都市内においても、会員の交流促進や相談体制の充実を行うと共に、地域団体の抱える課題の掘り下げと支援が不可欠となっている。

（２）障害者権利条約の批准を目標に、京都府条令制定に向けた他団体との連携強化

　障害者権利条約の批准と完全実施をめざす京都実行委員会に引き続き本会役員を派遣し、課題の検討及び情報交換を行った。

また、京都府の「障害のある人もない人も共に安心していきいきと暮らしやすい社会づくり条例」検討会議にも、引き続き複数の役員を派遣し、自治体におけるより良い条例づくりに向けて意見交換を行った。

　その結果、３月に条例が交付されることとなった。今後は、条例について当事者の立場から府市民への啓発を強めると共に、差別的取り扱いがなされないような取り組みを進めていく必要がある。

（３）「福祉トータルプラン」の達成課題の明確化と、年間の部活動に位置付けた日常的な取り組みの強化

　公益法人としての本会活動の規範となる新プランの作成を進めたが、今年度中にプランを完成させることができなかった。来年度の早い段階でプランを完成させると共に、各部局などの取り組み課題を明確にすることにより、２０１５年度の計画が新プランに沿った内容となるよう取り組まなければならない。

（４）京都ライトハウスにおける視覚障害高齢者施設「船岡寮」の建設計画の推進に対する後方支援の具体化

　「新船岡寮（仮称）建設募金推進委員会」が活動を開始し議論を深める一方、本会は運動団体として独自に後方支援をするべく、会員、役職員が一丸となり建設募金活動に取り組んだ。なお、京都ライトハウスから、「新船岡寮（仮称）」の基本構想と移転先の公表がなされ、本会として趣意書を作成し、会員及び関係機関に協力を呼びかけた。

（５）部局の活性化と、地域団体および賛助団体との連携強化

　部局長や地域団体長等を対象とした「指導者研修会」を開催し、活発な意見交換をすることによって、各部・地域の課題やその対応策の共有に努めた。また、２回目となる「福祉大会」で、地域団体及び賛助団体からの活動報告や要望を伺う場を設定し、ニーズの把握に努めた。

（６）国際交流の具体化と経験談の共有

　様々な分野でのグローバル化が進む中、視覚障害者福祉に関しても国際交流の推進が必要である。それを進めるため、意見聴取や提案を進めたが、実際に着手するには至らなかった。

（７）財政健全化対策の拡充

依然として厳しい財政状況が続く中、より一層の事務の効率化、会計のスリム化を行うと共に、収益事業などの新規開拓に尽力した。

